
 

 
 

事務事業名 地域協議会運営事業 事業コード 1781 

所属コード 151000 課等名 玉山総合事務所総務課 係名 地域政策担当 

課長名 佐々木 忠哉 担当者名 加藤 宏之 内線番号 4400-220 

評価分類 ■ 一般  □ 公の施設  □ 大規模公共事業  □ 補助金  □ 内部管理 

 

１ 事務事業の基本情報・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

(1) 概要 

総合計画 

体系 

施策の柱 信頼される質の高い行政 コード 8 

施策 計画的で効率的な行政運営の推進 コード 2 

基本事業 計画行政の推進 コード 1 

予算費目名 一般会計  2款 1項 6目 地域協議会事務（014-01） 

特記事項  

事業期間 □単年度  ■単年度繰返  □期間限定複数年度 開始年度 平成 17年度 

根拠法令等 地方自治法第 202 条の５第１項による 

 

(2) 事務事業の概要 

地域自治区「玉山区」の設置に伴い置かれた，玉山区地域協議会の運営事務 

 

(3) この事務事業を開始したきっかけ（いつ頃どんな経緯で開始されたのか） 

平成 18 年１月 10 日，旧玉山村を編入する合併に伴って旧合併特例法に基づく地域自治区を

設置したことにより，地方自治法で定められている地域協議会を同時に設置したことによる。

設置する期間は地域自治区の設置期間と同様の平成 18 年１月 10 日から平成 28 年３月 31 日ま

でとなっている。 

 

(4) 事務事業を取り巻く現在の状況はどうか。(3)からどう変化したか。 

現在，第４期目の委員の任期期間であるが，地域自治区「玉山区」の設置期間とされている

10 年間の折り返しを過ぎたことから，今後の地域自治区のあり方の検討が必要となっている。 

地域協議会が実施した住民アンケートでは，地域協議会の活動が見えないといった意見や，

玉山区住民の意見を十分反映できるよう努めてほしいといった意見があった。 

また，平成 20 年３月の定例市議会や一般質問において，市として地域協議会の意見を聞いて

いないのではないかといった質問があった。 

 

２ 事務事業の実施状況（Do）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

(1) 対象（誰が，何が対象か） 

地域協議会委員及び玉山区の住民 

 

 

（平成 23年度実施事業） 



 

(2) 対象指標（対象の大きさを示す指標） 

 
(3) 23 年度に実施した主な活動・手順 

・玉山区地域協議会を 7 回開催し，諮問事項 5 件，報告事項 13 件，自主的審議事項 9 件の計

27件を協議した。 

・地域活性化部会を１回，生活・環境部会を１回，産業・建設部会を１回開催した。 

・玉山区自治会連絡協議会など玉山区内の各種団体（6 団体）と合併後の課題等について懇談

会を開催した。 

・講師に中村一郎岩手県沿岸広域振興局長，活動実践報告者として瀬戸元釜石市両石町内会長

をお招きし玉山区地域づくり大会を開催した。 

・栃木県宇都宮市及び福島県白河市を視察研修した。 

 

(4) 活動指標（事務事業の活動量を示す指標） 

 

(5) 意図（対象をどのように変えるのか） 

地域協議会の意見を市政に反映し，玉山区の地域振興を推進し，もって市全体の地域づくり

に資する。また，本庁及び玉山総合事務所各課との連絡調整を行い，連携強化を図り，市の均

衡ある発展に資する。 

 

(6) 成果指標（意図の達成度を示す指標） 

 

指標項目 単位 
21 年度 

実績 

22 年度 

実績 

23 年度 

計画 

23 年度 

実績 

26 年度 

見込み 

A 地域協議会の委員数 人 15 15 15 15 15 

B 玉山区の住民 人 13,109 13,005 13,000 12,886 12,886 

C        

指標項目 単位 
21 年度 

実績 

22 年度 

実績 

23 年度 

計画 

23 年度 

実績 

26 年度 

目標値 

A 開催回数（部会を含む） 回 11 17 17 10 12 

B 委員出席率 ％ 84 84 100 84 100 

C 協議件数 件 32 29 35 30 36 

指標項目 性格 単位 
21 年度 

実績 

22 年度 

実績 

23 年度 

計画 

23 年度 

実績 

26 年度 

目標値 

A 協議し了承を得た事項 □上げる 

□下げる 

■維持 

件 32 28 35 27 27 

B 委員からの提出意見数 ■上げる 

□下げる 

□維持 

件 2 6 6 9 10 

C 委員からの提出意見数の内，市長に

意見書を提出した件数 

■上げる 

□下げる 

□維持 

件 0 1 2 5 6 



 

(7) 事業費 

項目 財源内訳 単位 21 年度実績 22 年度実績 23 年度計画 23 年度実績 

事業費 ①国 千円 0 0 0 0 

②県 千円 999 1,035 0 0 

③地方債 千円 0 0 0 0 

④一般財源 千円 874 655 2,905 2,226 

⑤その他（       ） 千円 0 0 0 0 

A 小計 ①～⑤ 千円 1,873 1,690 2,905 2,226 

人件費 ⑥延べ業務時間数 時間 600 600 600 600 

B 職員人件費 ⑥×4,000 円 千円 2,400 2,400 2,400 2,400 

計 トータルコスト A＋B 千円 4,273 4,090 5,305 4,626 

備考 

 

 

３ 事務事業の評価（See）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

(1) 必要性評価（評価区分が「内部管理」の事務事業は記入不要） 

① 施策体系との整合性 

法律では地域協議会の基本的な条項のみを定めるに留められており，設置した市町村がそれ

ぞれの実情に合わせた形で運営されるように配慮されている。このことから，当市では他の県

内合併市町村に先駆けて独自の運営マニュアルを策定し，必要に応じて見直しを行いながら，

適正な運営に努めており，所期の目的を達成しているところである。 

 

② 市の関与の妥当性 

法定事務であることから妥当である。 

 

③ 対象の妥当性 

法定事務であることから妥当である。 

 

④ 廃止・休止の影響 

法定事務であり廃止はできない。 

 

(2) 有効性評価（成果の向上余地） 

平成 18年度に地域協議会運営方針を策定後，必要に応じ随時見直しを行っている。今後も活

動しやすい環境を整え，地域協議会が市政の中でさらに有機的に機能するよう改善を行ってい

く必要がある。 

 

(3) 公平性評価（評価区分が「内部管理」の事務事業は記入不要） 

特定の受益者はいない。 

 

(4) 効率性評価 

地域自治区の設置期間である平成 27年度末まで残り時間が少なくなる中，解決するべき課題

等は未だ多く多岐にわたることから，今後審議案件の多様化・複雑化も見込まれるため，費用



 

削減は困難である。 

 

４ 事務事業の改革案（Plan）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

(1) 改革改善の方向性 

市政に関して市と協議会の相互理解や議論を深めるため，市各部等が協議会に対し積極的な

情報提供に努めるよう促す。また，玉山区住民の声を市政に反映させるため，研修や玉山区地

域づくり大会等の各種協議会事業を開催し，委員の情報収集や資質向上を促進する。 

 

(2) 改革改善に向けて想定される問題点及びその克服方法 

地域協議会の意見を施策に反映することについて，全庁的な認識が必要であるが，地域協議

会の設置趣旨等について，本庁各部及び職員個々の間で温度差を感じる。また，地域住民にも

地域自治区や地域協議会制度が十分に理解されていない。 

玉山区地域づくり大会や地域協議会だよりなど，各種協議会事業の内容をさらに充実させて

地域住民や本庁各部にＰＲしていきたい。 

 

５ 課長意見・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

(1) 今後の方向性 

■ 現状維持（従来どおりで特に改革改善をしない） 

□ 改革改善を行う（事業の統廃合・連携を含む） 

□ 終了・廃止・休止 

 

(2) 全体総括・今後の改革改善の内容 

 法定事務であるとともに，法令に基づいた独自の運営マニュアルを策定し，必要な改正をしな

がら運営してきており，運営面は基本的に確立されたものと理解している。今後は，玉山区の地

域活性化が更に促進するよう，区民の多様な意見を集約し，市政全体に反映されるよう運営して

まいりたい。 

  


